No　　　

〒　　-　　　

住所

○○様
平成○年○月○日
株式会社○○○○
マイナンバー（個人番号）提供のご依頼の件
　拝啓　　時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
さて、以前より弊社におきまして、下記の支払が生じた場合には、法令の定めに従い、支払先の方に代わり税金の計算や納付（源泉徴収事務）を行った上、その支払調書を税務当局へ提出しておりました。
この程、いわゆる「マイナンバー法」が新たに施行されることにより、下記の支払調書には、支払先の方のマイナンバー（個人番号）の記載が義務付けられました。　　
その結果、弊社におきましても、下記の支払い事務が今後想定される方々から、マイナンバーと、そのマイナンバーの正しい持ち主であるかの身元確認書類の取得が必要になった次第でございます。
貴殿におかれましては、支払調書へのマイナンバーの記載が法令に定められた義務であることをご承知頂き、下記書類を必ずご送付下さいますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。
敬具
記
＜該当する支払調書＞
・講師講演料、各種報酬等の支払調書　　・不動産の使用料等の支払調書
■送付要領　
以下のコピーを本書面の下部に貼付の上、同封の返信用封筒で、お手数ですが、郵便局の簡易書留扱いにてご送付願います。
１．通知カード　または　個人番号カード　のコピー
＊個人番号カードは必ず両面をコピー願います。なお個人番号カードの入手には申請が必要です。
＊引っ越し等で、通知カードの記載内容が変更され、裏面に変更後の住所が記載されている場合は、裏面もコピー願います。
２．身元確認書類のコピー
＊個人番号カードの場合、両面(マイナンバー記載面と写真の面)をコピーしていただければ、身元確認書類は不要です。
〇身元確認書類として有効な書類
・運転免許証　・パスポート　・住基カード（写真付）　・学生証（写真付、生年月日、住所記載）
＊住所、氏名、生年月日、本人写真が記載されている箇所。住所変更がある場合はその該当箇所、以上をコピー願います。
上記が無い場合、下記のものから2つ以上の書類
・健康保険被保険者証　・年金手帳　・母子健康手帳　・学生証（写真なし、生年月日、住所記載）*左は有効なもの
・印鑑登録証明書　・住民票写し等　*左はコピーではなく、6か月以内に交付された実物
※上記以外に有効な、個人番号及び身元確認書類の詳細は別紙をご参照願います。
注）送付いただいた通知カード等のマイナンバー確認書類の記載事項と、身元確認書類の記載事項（住所等）に相違のある場合は本人確認ができません。相違のある場合には変更手続き後の書類、コピー等をご送付願います。
■期限：　　平成○○年　○月○○日まで　
なお、収集したマイナンバー（個人番号）は番号法上、厳格に管理することが義務付けられております。
ご不明点等がございましたら　担当○○までお問い合わせ願います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以上

　通知カード・個人番号カード【個人番号記載面】　コピー貼付欄　　　　　　　身元確認書類・個人番号カード【写真面】　コピー貼付欄　
＊身元確認書類が収まらない場合は裏面に貼付願います
